
 

 

 

 

ナカ工業株式会社 第64期決算情報 
 貸 借 対 照 表 
  

                (令和 ３年 ３月３１日現在)        (単位：千円) 
 

資 産 の 部  負 債 の 部 

科    目 金   額  科    目 金   額 
 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

電 子 記 録 債 権 

売 掛 金 

有 価 証 券 

商 品 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

未 収 入 金 

前 払 費 用 

その他流動資産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

特 許 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関係会社出資金 

長 期 貸 付 金 

破産更生債権等 

保 険 積 立 金 

敷 金 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 投 資 等 

貸 倒 引 当 金 

 
10,709,408 

2,264,842 

 1,417,969 

1,192,369 

3,225,736 

100,000 

24,150 

1,149,026 

600,210 

548,163 

44,395 

62,293 

39,830 

41,877 

△1,456 

5,761,506 

4,538,552 

1,828,536 

56,178 

534,430 

9,936 

170,015 

1,913,343 

26,111 

49,932 

31,576 

15,858 

2,497 

1,173,021 

696,296 

135,000 

2,397 

82,103 

13,622 

65 

42,827 

121,492 

76,000 

7,001 

△3,785 

  
流 動 負 債 

支 払 手 形 
電 子 記 録 債 務 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年以内返済予定長期借入金 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
未 払 費 用 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 

完 成 工 事 補 償 引 当 金 
工事損失引当金 
その他流動負債 

 
固 定 負 債 

長 期 借 入 金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
その他固定負債 

 
7,030,731 

772,841 
1,125,508 
1,042,384 
2,500,000 

200,000 
311,066 
24,895 

148,468 
140,507 
247,516 
19,142 

396,521 
48,023 
48,365 
5,490 

 
2,825,634 

600,000 
2,143,020 

38,326 
  44,287 

  

負 債 合 計 9,856,366 

純 資 産 の 部 
 

株 主 資 本 
資 本 金 

 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 

 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
その他利益剰余金 

別 途 積 立 金 
繰越利益剰余金 

 
自 己 株 式 

 
 

評価･換算差額等 
その他有価証券評価差額金 

 
6,610,478 

860,000 
 
441,136 
441,136 
 

5,364,087 
215,000 

5,149,087 
5,000,000 

149,087 
 
△54,745 

 
 
4,069 
4,069 

   

純 資 産 合 計 6,614,548 

資 産 合 計 16,470,914  負債及び純資産合計 16,470,914 



 

 

 

 

損 益 計 算 書 
   

(令和 ２年 ４月 １日から 
令和 ３年３月３１日まで )

 

(単位：千円) 
 

科       目 金       額 

売 上 高    18,321,267  

売 上 原 価    14,158,693  

売 上 総 利 益    4,162,573  

販売費及び一般管理費    4,071,488  

営 業 利 益    91,084  

営 業 外 収 益      

受 取 利 息 配 当 金  45,654    

受 取 賃 貸 料  52,821    

そ の 他  21,341  119,817  

営 業 外 費 用      

支 払 利 息  26,337    

賃 貸 原 価  32,312    

そ の 他  42,906  101,557  

経 常 利 益    109,344  

税 引 前 当 期 純 利 益    109,344  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税    30,347  

法 人 税 等 調 整 額    △27,000  

当 期 純 利 益    105,997  



 

 

 

 

株主資本等変動計算書 
   

( 令和 ２年 ４月  １日から 
令和 ３年 ３月３１日まで ) 

(単位:千円) 
 

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 

剰余金 

令和２年 4 月 1日残高 860,000 441,136 441,136 215,000 4,880,000 207,373 5,302,373 

事業年度中の変動額        

剰 余 金 の 配 当      △44,283 △44,283 

別途積立金の積立     120,000 △120,000 - 

当 期 純 利 益      105,997 105,997 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額(純額) 
       

事業年度中の変動額合計 - - - - 120,000 △58,286 61,713 

令和3年3月3 1日残高 860,000 441,136 441,136 215,000 5,000,000 149,087 5,364,087 

 

 
 

 

株   主   資   本 評価・換算差額等 

純資産合計 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

令 和 2 年 4 月 1 日 残 高 △54,745 6,548,764 △11,040 △11,040 6,537,724 

事業年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当  △44,283   △44,283 

別途積立金の積立  -   - 

当 期 純 利 益  105,997   105,997 

株主資本以外の項目の事業 

年度中の変動額(純額) 
  15,110 15,110 15,110 

事業年度中の変動額合計 - 61,713 15,110 15,110 76,823 

令和3年3月3 1日残高 △54,745 6,610,478 4,069 4,069 6,614,548 

 
 



 

 

 

 

個 別 注 記 表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 (1) 資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 
    満期保有目的の債券…… 償却原価法（定額法） 

子会社株式……………… 移動平均法による原価法 
その他有価証券  
 時価のあるもの……… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
 時価のないもの……… 移動平均法による原価法 

  ② たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    商品・製品・仕掛品・原材料・貯蔵品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定） 

 (2) 固定資産の減価償却の方法 
  イ．有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除く）および平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法）を採用しており
ます。 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く） 
 定額法（ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法）を採用しております。 

  ハ．リース資産 
 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 (3) 引当金の計上基準 
貸倒引当金……………… 金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権につい
ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。 

賞与引当金……………… 
 
 
完成工事補償引当金…… 

従業員の賞与の支給に充てるため、過去の支給実績を勘案
し、当事業年度の負担すべき実際支給見込額を計上しており
ます。 
引渡しを完了した工事に係る瑕疵担保に対して備えるため、
当事業年度末の引渡し工事のうち、損失が発生すると見込ま
れ、かつ、当事業年度末時点で当該損失額を合理的に見積も
ることが可能な工事について、当事業年度以降の損失見積額
を計上しております。 

工事損失引当金………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末の未
引渡し工事のうち、損失が発生すると見込まれ、かつ、当事
業年度末時点で当該損失額を合理的に見積もることが可能な
工事について、当事業年度以降の損失見積額を計上しており
ます。 

退職給付引当金………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（11年）による定額法により、発生の翌
事業年度より費用処理しております。 

役員退職慰労引当金…… 役員退職慰労金の支給に備えるため、会社内規に基づき期末
要支給額を計上しております。 

 (4) 収益の計上基準 
      完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工
事進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例
法によっております。 

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
    消費税及び地方消費税（以下消費税等という）の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

 



 

 

 

 

２．表示方法の変更に関する注記 
  （「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 
  「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当

事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記
を記載しております。 

 
３．会計上の見積りに関する注記 

（重要な会計上の見積り） 
固定資産の減損 

(1) 当該事業年度に係る計算書類に計上した額 
    当事業年度において、当社のつくば工場に属する資産グル－プの不動産に関して鑑定評

価額が固定資産の帳簿価格を著しく下回った状態にあることから、減損の兆候があると判
断し減損損失の計上の要否について検討を行いました。 

    検討の結果、割引前将来キャッシュ・フローが、つくば工場に属する資産グループの簿
価1,310百万円を超えると判断されたため、減損損失は計上しておりません。 

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 
当社のつくば工場に属する資産グループから得られる割引前キャッシュ・フローの見積

りは、過年度の利益水準を基礎としております。 
この将来キャッシュ・フローの見積りについては、不確実性をともない翌事業年度の 

計算書類において、貸借対照表および損益計算書の金額に重要な影響を及ぼす可能性があ
ります。 

 
４．貸借対照表に関する注記 
 (1) 担保に供している資産 

 建 物 1,616,550千円 
 機 械 装 置 12,826千円 
 土 地 1,902,753千円 

 合 計  3,532,130千円 
 担保に係る債務の金額  
 短 期 借 入 金 2,425,000千円 
 長 期 借 入 金 776,000千円 
 (内１年以内返済) (194,000千円)
(2) 有形固定資産の減価償却累計額  16,296,913千円

 (3) 保証債務 
下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 
ナカ・テクノメタル株式会社 15,000千円 

 (4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
短期金銭債権  320,113千円 
短期金銭債務 26,936千円 

 (5) 財務制限条項 
    当社は令和2年3月にシンジケートローン契約を締結しており、この契約には次の財務制

限条項が付されています。 
①令和2年3月期決算（当該期を含む）以降、各年度の決算期の末日における貸借対照表の 

純資産の部の金額を平成31年3月決算期末日における貸借対照表上の純資産の部の金額 
の70%以上に維持すること。 

②令和2年3月期決算（当該期を含む）以降、各年度の決算期における損益計算書に示され 
る経常損益が、2期連続して損失とならないようにすること。 

 
５．損益計算書に関する注記 
  関係会社との取引高 

営業取引による取引高  
売上高  809,952千円

 仕入高  456,470千円
営業取引以外の取引による取引高  21,011千円

売上原価のうち工事損失引当金繰入額 8,594千円
一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 381,155千円

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 
 (1) 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 13,200,000株
 (2) 当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 547,450株
 (3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

令和2年6月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 44,283千円  3.50円 令和2年3月31日 令和2年6月26日 

 (4) 当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の 

総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

令和3年6月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 44,283千円   3.50円 令和3年3月31日 令和3年6月28日 

 
７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金であり、評価性引当額を控
除しております。 

 
８．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両については、所有権移転外ファイナンス・リー
ス契約により使用しております。 

 
９．金融商品に関する注記 
 (1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については期間に応じて短期は預金等、長期は国内債券、投資信託等
の金融商品で運用し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 
 受取手形、電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って
リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として国内債券、投資信託および
株式であり、国内債券、投資信託および上場株式については半期ごとに時価の把握を行っ
ています。 
 借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 
 令和３年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら
の差額については、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 
貸借対照表 
計上額(*) 

時価(*) 差額 

(1)  現金及び預金 2,264,842 2,264,842 - 
(2)  
(3) 

受取手形 
電子記録債権 

1,417,969 
1,192,369 

1,417,969 
1,192,369 

- 
- 

(4) 
(5) 

売掛金 
有価証券 

3,225,736 
100,000 

3,225,736 
100,000 

- 
- 

(6) 投資有価証券    
  満期保有目的の債券 503,165 501,716 △1,449 
  その他有価証券 167,810 167,810 - 
(7) 
(8) 

支払手形 
電子記録債務 

(772,841) 
(1,125,508) 

(772,841) 
(1,125,508) 

- 
- 

(9) 買掛金 (1,042,384) (1,042,384) - 
(10) 短期借入金 (2,500,000) (2,500,000) - 
(11) １年以内返済予定長期借入金 (200,000) (200,000) - 
(12) 
(13) 

未払金 
長期借入金 

(311,066) 
(600,000) 

(311,066) 
(600,000) 

- 
- 

(*)  負債に計上されているものについては、( )で示しております。 
(注) 1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形、(3)電子記録債権、(4)売掛金、ならびに(5)有価証   
券   
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。 

(6) 投資有価証券  
 これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引金融機関から提示された
価格によっております。また、投資信託は公表されている基準価格によっております。 
 
 



 

 

 

 

(7) 支払手形、(8)電子記録債務、(9)買掛金、(10)短期借入金、(11)１年以内返済予定
長期借入金、ならびに(12) 未払金 
 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。 

(13)長期借入金 
   長期借入金の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映し、また、

当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似して
いると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

 
2. 非上場株式（貸借対照表計上額 25,320千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ
シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、｢(6) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
 また、関係会社株式（貸借対照表計上額 135,000千円）ならびに関係会社出資金 (貸
借対照表計上額 82,103千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見
積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(2) 金
融商品の時価等に関する事項」には含めておりません。 

 

１０．賃貸等不動産に関する注記 
 (1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 

 当社は、大阪府に賃貸用の工場（土地を含む｡）を有しております。 
 (2) 賃貸等不動産の時価に関する事項 

貸借対照表計上額 時価 
 165,542千円 240,648千円    

(注) 1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
2. 当事業年度末の時価は、主として「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金

額であります。 
 

１１．関連当事者との取引に関する注記 

属性 会社名 住所 
資本金 

（千円） 

事業の 

内容 

議決権 

等の所 

有割合 

関係内容 
取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

子会社 

ナカ・テク

ノメタル㈱ 

東京都

台東区 
75,000 

建築内･外装

の修理･販売 

直接 

100％ 
役員1名 

当社 

販売先 

当社製品 

の販売 
805,892 

受取手形

売掛金 

102,710 

210,588 

不動産の 

賃貸 
20,111 前受収益 1,887 

納咖 

(珠海)建材

有限公司 

中国 

珠海 
82,103 

建築内･外装

の製造･販売 

直接 

100％ 
役員2名 

当社 

仕入先 

当社製品 

の仕入 
452,954 買掛金 26,791 

(注) 1. 取引条件及び取引条件の決定方針 
・製品の販売については、市場価格等を勘案し、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上

で決定しております。 
・不動産の賃貸については、当社賃借物件の同居に伴うものであり、当社支払賃借料を基

準として、使用面積に応じた金額により決定しております。 
・製品の仕入については、市場価格等を勘案し、納咖(珠海)建材有限公司より提示された

金額を基礎として、毎期交渉の上、決定しております。 
2. 上記の金額のうち、取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。 

 

１２．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額  522円78銭

(2) １株当たり当期純利益  8円38銭

 

１３．重要な後発事象に関する注記 
  該当事項はありません。 

 
 

＊記載金額の千円未満は切り捨てて表示しております。 


